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林率について調べてみると，最低でも N 村の 76.4％であり，傾斜畑地が多いためいずれの
村も条件不利性の強い山間地農村と位置づけられる。加えて，馬鹿溝鎮政府における聞き
取り調査によると，中心地域の M 村を除き，ほかの村は営農条件が類似している。そのう
ち，S 村の農家人口（476 人）が馬鹿溝鎮の村平均値（431 人）に近いことから S 村を取り
上げ，農家の家族経営について考察した。 






























 注  
 






















6）  「関与当前農業和農村経済発展的若干政策措施」（中発[1993]11号）。 
7）  「中央一号文件」とは，中国の中央政府が毎年初に公表する当年の最も重要な政策文
章である。 
8）  退耕還林政策は，2002年 12月，第 367号国務院令として退耕還林条例が発布されて




9）  中国における山間地に関する定義では，標高が 300～3,000m間の地域では，相対高低




















































第 1節 都市・農村世帯間の所得格差 































高の 54.9％まで上昇した（1978 年は 38.9％である）。その後，経済体制改革の中心が都市
に移動し，都市世帯の所得の伸び率が農村世帯を上回り，所得の格差が急速に拡大した。
都市世帯所得に対する農村世帯所得の比率は，1984 年の 54.5％から 1994 年の 34.9％まで
大きく低下した。特に，1989年から 91年の農民 1人当たり年間純収入が，名目上は 544.9











































 農村世帯の所得の低下は農業所得の低迷にも関わる。図 1-2 では，農村世帯の一人当た
りの源泉別の所得を示した。農村世帯は 1990年代の半ばまで家族経営の農業所得が全体の
7 割以上占めていたが，徐々に減少する傾向がみられる。一方，非農業所得は 1990 年代の
後半から大きく増加し，1996 年の 29.3％から 2012 年の 55.3％まで増加した。中でも労働
賃金の割合が大きく約 8 割を占めている。したがって，1990 年代後半以降の農村世帯所得
の増加は主に非農業所得の増加によるもので，特に労働賃金の寄与が大きい。 
 





























































































   





















3 つの地域を対象に農地の林地化事業を始めた。さらに 2002 年には国務院で「退耕還林条
例」を公布し，農地の林地化事業を全国範囲に広げた。2003 年になると「退耕還林条例」

























2000 年以降 3 種の農村地域の人口は全部増加しているが，沿海農村の人口増加が比較的
に少なく約 5％である。平地農村と山間地農村の人口は 8.4％と 8.9％であり，両者とも約
1割の増加であった。また，農産物の作付面積に関しては沿海農村だけ減少しているが，2000
年から 2014年にかけて農産物の総作付面積は約 11％減少し，現在では 13,465千 haになっ
た。なかでも，食糧作物の作付面積の減少が大きく，2000 年の 9,927 千 ha から 2014 年の




















































馬鹿溝鎮 八道溝鎮 十二道溝鎮十四道溝鎮 長白鎮 新房子鎮 金華郷 寶泉山鎮
2000年 2014年








































































































第 2章 中国の山間地農村における農家の経営農地面積の変化とその要因 
 
本章では，中国の山間地農村における農家の経営農地面積の変化について分析し，圃場


















計方法は，1996 年を境に変更されたため，中国全体のデータは主に 1996 年から 2008 年ま
での数値を利用して分析する 2）。 
中国における経営農地総面積の変化を見ると，1996 年に 19.51 億ムーであった農地面積
は，2008年には 18.26 億ムーとなり，この間に 1.25億ムーの農地が減少した。つまり，年
間 1 千万ムー以上の農地が減少している。そのプロセスは図 2-1 に示したように，1996 年































































1999 年以降，建設用地で転用された農地は年間平均では約 300 万ムーとである。特に，
2007 年以降では，退耕還林の中止によって建設用地への転用が農地減少の主因となり，全
























第 2節 S村における経営農地の面積変化 






















また，2000年頃 S村における経営農地は約 700ムーであったが，2015 年には約 600ムー
表 2-2 S村の農地所在地ごとの圃場数とその変化 
（出所） S村の村民委員会及び農家の聞き取り調査により作成。 
（注）1）土地の特性の△は傾斜畑地，□は平場畑地，○は平場水田である。 
   2）色を付けが部分は圃場の特性と筆数が変化したことを意味する。 
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的な農地減少は図 2-3から示したようになる。S村では 2000年から 2015 年にかけて 105筆
の圃場がなくなるかあるいはその面積が減少した。そのうち，道路の建設が約 50筆，退耕
還林が 34筆，公共施設の建設が 16筆，ほかが 5筆であった。 
 
 
つまり，S 村では 48.4％（62 戸）の農家の農地が減少し，S 村における農家一戸当たり
の平均農地減少圃場数は 0.82筆である。また，全体の農地減少面積が 113.2ムーであるこ
とから農家一戸当たりに減少した平均農地面積は 0.88ムーであった。以下では，より具体
















第 3節 S村における農地減少の要因 










て 1 ムー当たり約 200 元の支援を与えた。これらの支給は，生態林で最低 8 年間，経済林
では 5 年間続けられる 5）。また，転換された植林地の樹木は 70 年間個人の資産として管理
経営することが保証されている。 
 




































面積は 27.4ムーであり，後者による転用面積は 19.9ムーであった。 



































































公共施設の建設による圃場ごとの農地転用は図 2-7 から示すようになる。16 筆の圃場が
転用されているが，その 11 筆の圃場は平場畑地であった。特に，9 筆の圃場は完全に消失
することになるが，主な用途は河川の修繕，橋の建設，倉庫の建設であり，2000 年以降か
ら農地転用が始められた。このような事業の影響を受けた農家は 13 戸であるが，1 戸当た































第 4節 小括 
 本章では，中国の山間地農村における農地面積の減少とその要因について考察した。調
査対象の S 村では農家 62 戸，総 105 筆の圃場が転用された。その内 50 筆の圃場は完全に
消失し，55 筆の圃場はその一部が転用されることになった。加えて，村民委員会によると
新に開墾された農地はほとんど見当たらず，農地が減少する一方であった。 
 農地減少の要因に関しては，第 1 に退耕還林が指摘される。2000 年代の前半を中心に行
われたこの農地の林地化政策は，S 村における減少農地の約 48.3％を占めている。また，
政府では植林の農家に対して一定的な支援を与えたものの，従来の農業収益には及ばなか





























6） 県道の建設に転用された農地は 1 ムー当たり 3 万元以上であるが，平場水田の場合は
平場畑地や傾斜畑地よりも補償金が高く 1ムー当たりに 7万元のケースもあった。 






































2000 年から 2014 年にかけての人口動態をみると，農家数では約 20％の増加をみたのに
対し，農家人口はほとんど変化していない。農家人口が大幅に増加したのは中心都市であ
る長白鎮のみである（表 3-１）。これは，馬鹿溝鎮からの転入ではないかと考えられる。






移出地区である。2014 年の出稼ぎ者数は 701 人であり，これは長白鎮における農家の労働
力 1）の 57.9％を占めている。2000 年から 2014 年にかけて長白県では出稼ぎが著しく増加
し，その数は約 1,800 人から 3,425 人までの約 2 倍弱になった。出稼ぎの中でも長期出稼














 これは，長白県において利用権の移動が停滞していることに起因している。表 3-2は 2014















































































た。１年間の地代は，食糧畑 600元／ムー，水田 870元／ムー，野菜畑 2,500元／ムー，






























総面積は 694.9ムー，圃場の総数は 493筆である（表 3-3）。圃場１筆当たりの面積は 1.4
ムーとなり，きわめて零細であることがわかる 5）。世帯の人数が増えるに従い，請負農地

















       















































































































1） 当地域における労働力は，18～50歳の男性および 18～45歳の女性を 1人とし，16～













1筆当たりの平均面積は 2000年の 1.26ムーから 2009年の 1.74ムーまで，次第に増加









































    第4章 中国の山間地農村における家族農業経営の変化と農外資本の農業参入 












第 1節 家族経営の衰退 
 






明したように，本来 S 村の経営農地の総面積は約 700 ムーであり，圃場数は 493 筆であっ










































さらに，20 戸の農家における具体的な収入構造（図 4-1）を見ると，15 番を除く農家で
は農業所得の占めている割合が 2 割未満であり，農家では農業経営を続けているものの，
主な収入は農外所得に頼る。中でも県外雇用である長期的な出稼ぎを中心としている。現
実には，一般の農家においては 3 種類以上の収入源を持つことが一般的であり，15 番農家








































































たりの土地整備 4）の費用は約 3 万元であり，施設の投入は約 3,000 元である。加えて，約
3,000元の種子と年間約 1,500元の肥料・農薬費を加算すると，1ムー当たりの朝鮮人参を
生産する際には 4 年以上の期間がかかり，約 4 万元の初期投資が必要である。そのため，
















特産物栽培の過当競争について議論を深める 5）。馬鹿溝鎮では 2010 年ごろから五味子の認




知度が上昇し，消費者の健康意識とともに五味子の需要も増加した。単価も 1kg 当たり 30




























































































































































を開始した事例も散見される。食糧作物に対する特産物の作付面積比率は 2001 年の 5 対 1





利用料はわずか 600 元であった。また，2000 年代の前半ではブルーベリーの新規参入者に
年間最大 1 万元の補助金を提供し，初期の安定的な経営を保つように支援した 8）。さらに，









での期間が長く，土作りから始まり，収穫まで 3 年ほど必要である。2015 年の販売単価は
3 元/kg であり，1 ムー当たりの単収は約 7,000kg で総販売額は 2.1 万元となる。1 年あた











い）。また，2015 年の販売単価について 4 年生は 75 元/kg，5 年生は 130 元/kg，6 年生は
180元/kgであった。1ムー当たりの年間の農業所得は 10,000元に上り，食糧作物と比較す
ると 10倍以上となる 9）。 





























































































































































































































































ものの，傾斜畑地は依然として多く存在している。また，政府は 2015 年 12 月に「新退耕
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The Transformation of Agricultural Practices of Mountainous Areas in China -Focusing 
on the Role of Family Farms and External Capital in the Entry into Agriculture in 
Jilin Changbai County 
Quan Yong (Graduate School of Agriculture,Tokyo University of Agriculture) 
 
This paper examines the changes in area of cultivated farmland per individual farmer, 
conditions of arable land and the situation for the transfer of land usage rights in rural 
mountainous communities in China where agriculture and forestry remain the leading 
industry.  Factors for analysis include the stagnation in the transference of agricultural 
land use rights, the decline in family farm management and the influx of external 
capital for agricultural use.    
The results show that in mountainous agricultural areas, area under cultivation 
continues to decline far beyond that of reclaimed farmland.  Of particular significance 
is the increased loss of not only marginal or mountainous agricultural land to forest 
reclamation, but also the loss of flat arable land to construction projects.   Due to the 
expected proliferation of rural infrastructure development, it seems unlikely that this 
rapid decline in cultivated agricultural land will be halted in the foreseeable 
future.  Furthermore, this decline has resulted in the decrease in collaborative 
agricultural arrangements between families whose agricultural incomes currently 
comprise of 20% of their total annual income.  Likewise, as the transference of 
farmland usage rights stagnates, the scale of cultivated farmland managed per farmer 
has not increased.  Some farmers in these rural mountainous areas attempted to adopt 
the cultivation of highly profitable crops as an alternative to traditional food crop 
production, however rather than contributing to the alleviation of poverty in the region, 
it increased the prevalence farmers in the area being hired for labour.   
Additionally, in farming households the labour force is increasingly aging and more 
female, which indicate an exodus of the male workforce and the decrease in value of 
farm labour.  In addition, despite the decline in food crop management revenue, and 
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the increase in profit of high value specialized crops being high, conversion from 
traditional food crops to high value specialized crops was not uniformly adopted.  This 
can be attributed to the high cost and high risk of conversion.  Further, the political 
support of local governments played a crucial role for facilitating entry.  This study 
revealed that rather than farmers from within the rural communities converting their 
family managed farms to specialized high value crops, it was new entrants into the 
agricultural sector, facilitated by local governments that have led this transition. 
Indeed, the decline of family managed farms and increase in farm labour in the area 
point to a migration from farmers working and managing their own farms to working as 
farm labourers on converted farms managed by new entrants into the area.  Thus, the 
increase in conversion from traditional crops to high value specialized crops in rural 
mountainous villages did not contribute to the improvement of living conditions for local 
residents.   
In China, various reforms of agricultural management were implemented to break 
down the disparity between urban and rural areas.  These reforms, implemented in the 
latter half of the 1990’s, were aimed at improving poverty levels of farmers.  Despite 
these large adjustments to the agricultural system, rural mountainous areas where this 
economic disparity is particularly pronounced, continue to be left behind.   
Results from this study indicate that the decline in family management of rural 
mountainous areas will continue to decline in the future due to the challenges that 
agricultural support policy is facing in addressing fundamental issues of 
poverty.  Additionally, by examining the parallels in the issue of depopulation in rural 
and mountainous areas faced by neighbouring country Japan, it can be forecasted that 
China will be confronted with similar challenges but on a greater magnitude in the 
future due to differences in the social system between the two countries.  In particular, 
the difference in land ownership structures between the two countries, the group-owned 
but family managed system in China in contrast to the privately owned farmland in 
Japan, leads to differing levels of motivation for land improvement.  Furthermore, 
China’s current decline in cultivated farmland in rural and mountainous areas and the 
resulting emigration of labour to non-agricultural sectors mirrors the rural to urban 
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migration of labour which occurred in Japan during industrialization.  Japan is now 
undertaking efforts to encourage young people in urban areas to return to rural 
areas.  However, this process- the migration from rural to urban, deterioration of rural 
communities and subsequent political initiative to reverse this process- has taken the 
greater part of 40 years.  China needs to act now should it want to form better 
urban-rural cohesion.   
Previous studies of rural mountainous areas do not take into account the role of 
farmland management and ownership structure when determining inhibiting factor for 
the transfer of land usage rights and the conversion from traditional agricultural crops 
to high value specialized agricultural products.  This study uses empirical data to show 
the barriers farmers in rural mountainous areas face when considering the transfer of 
land usage rights and transitioning from traditional agricultural crops to high value 
agricultural products which will in turn promote the development of appropriate 
agricultural policy reform needed to redress the current economic situation of rural 
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